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連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基

づき、当社ホームページ「株主総会」欄に掲載することにより株主の皆様に提供

しております。



連 結 注 記 表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 35社

主要な連結子会社の名称

株式会社ヒョウチク、株式会社デリフレッシュフーズ、株式会社味兆、株式

会社エムアンドエム食品、大阿蘇ハム株式会社、株式会社フードリエ、

AURORA PACKING COMPANY,INC. 、FREMONT BEEF COMPANY、株式会社北海道中

央牧場、株式会社オーエムツーネットワーク、株式会社オーエムツーミート、

株式会社焼肉の牛太、株式会社オーエムツーダイニング

　2019年３月１日付で、当社がMONBEEF PTY LTDの全株式を取得し、同社を子

会社化したことにより、連結の範囲に含めております。

　2019年９月１日付で、連結子会社でありました日鶏食産株式会社が当社の

連結子会社である内外食品株式会社を存続会社とした吸収合併により消滅し

たため、連結の範囲から除いております。なお、内外食品株式会社は、同日

付で株式会社つくば鶏に商号変更しております。

(2) 非連結子会社の名称等

S FOODS SINGAPORE PTE.LTD.

S FOODS NZ LIMITED

SFJ HOLDINGS LIMITED

エスフーズ沖縄株式会社

エスファクトリー千葉株式会社

株式会社兵庫食品科学研究所

連結の範囲から除いた理由

　S FOODS SINGAPORE PTE.LTD.、S FOODS NZ LIMITED、SFJ HOLDINGS LIMITED、エ

スフーズ沖縄株式会社、エスファクトリー千葉株式会社、株式会社兵庫食品科学

研究所は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため

連結の範囲から除外しております。
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2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法の適用会社は関連会社株式会社エスオー及び株式会社エイゼットフー

ズの２社であります。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社または関連会社（株式会社キララダイ

ニングサービス等）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体として重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　株式会社オーエムツーダイニングの決算日は11月30日、FREMONT BEEF

COMPANY、AURORA PACKING COMPANY,INC.、株式会社焼肉の牛太他９社の決算日

は12月31日、株式会社オーエムツーネットワーク、株式会社オーエムツーミー

トの決算日は１月31日、MONBEEF PTY LTDの決算日は６月30日であります。

　連結計算書類の作成にあたっては、MONBEEF PTY LTDは12月末日で仮決算、そ

の他はそれぞれの決算日の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ 時価法
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ハ．たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており

ます。

商品（国産牛肉） 主として個別法

商品（その他） 主として個別法

製品（国産牛肉） 主として個別法

製品（その他)・仕掛品 主として移動平均法

原材料（国産牛肉） 主として個別法

原材料（その他の肉） 主として個別法

原材料（その他） 主として移動平均法

　なお、株式会社北海道中央牧場が所有する仕掛品は総平均法によってお

ります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、1998年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法を採用しております。ま

た、一部の在外連結子会社については、定額法を採

用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物…２年～50年

　機械装置及び運搬具…２年～21年

ロ．無形固定資産 定額法

自社利用のソフトウェアについては社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び

破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。なお、一

部の在外連結子会社については、個々の債権の回収

可能性を勘案して回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準

に基づき計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 主要な国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている

場合には振当処理を行っております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

先物為替予約 外貨建商品仕入による外貨建債

務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針

先物為替予約は為替変動リスクをヘッジするため、外貨建商品仕入の年

間計画額を上限として、一定のヘッジ比率以上の為替予約を実施するこ

ととし、社内管理規程に基づき、輸入食肉事業部を取引の執行部署、経

理部を管理の所管部署とするリスク管理体制をとっております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ会計の要件を満たすかどうかを判定するため、先物為替予約額が

ヘッジ対象取引額の範囲内であることを毎月確認しております。

　② 退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ
き、退職給付債務から年金資産を控除した額を退職給付に係る負債もしく
は、退職給付に係る資産として計上しております。

― 4 ―



なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末
までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調
整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調
整累計額に計上しております。

③ 消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

④ のれんの償却に関する事項
のれんは、５年間で均等償却しております。
　

5． 未適用の会計基準等

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2018年３月30日 企業会計基

準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2018年

３月30日 企業会計基準委員会）

(1) 概要

　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共

同して収益認識に関する包括的な会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧

客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいては

Topic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業

年度から、Topic606は2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用さ

れる状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括的

な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものであります。企

業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な

方針として、IFRS第15号と整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較

可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発点と

し、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実

務等に配慮すべき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代

替的な取扱いを追加することとされております。
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(2) 適用予定日

　2023年２月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

　当該会計基準等の適用による連結計算書類に与える影響額については、現

時点で評価中であります。

6． 表示方法の変更
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年
２月16日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の
資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更し
ております。
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記
1. 担保に供している資産

預金 340百万円
投資有価証券 2,749百万円
建物及び構築物 2,169百万円
土地 1,934百万円
合計 7,193百万円

上記に対応する債務
支払手形及び買掛金 132百万円

長期借入金 9,566百万円

　(内１年内返済予定の長期借入金 1,054百万円)

合計 9,699百万円
　（注）預金は、取引の担保として供しております。
　
2. 有形固定資産の減価償却累計額 46,753百万円

　
3. 保証債務

　連結会社以外の会社等の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証
（連帯保証）を行っております。

株式会社カーサ 150百万円
株式会社遠野牧場 316百万円
株式会社日高はなはなファーム 415百万円
株式会社豊頃中央農場 563百万円
株式会社十勝中央農場 662百万円
S FOODS SINGAPORE PTE.LTD. 647百万円
S FOODS NZ LIMITED 947百万円
株式会社すぎもとファーム千代ヶ岡 945百万円

株式会社ドリームグラウンド 1,000百万円

株式会社サバイファーム 1,000百万円
金丸 一男他２社 123百万円

合計 6,771百万円
　
4. 有形固定資産の圧縮記帳額 508百万円
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Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式(株) 32,267,721 ― ― 32,267,721

　
2. 自己株式に関する事項

自己株式 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式(株) 601,435 1,620 5,061 597,994

(変動事由の概要)
　増減数の内訳は次のとおりであります。
　 譲渡制限付株式制度としての無償取得及び

単元未満株式の買い取り 1,620株
　 譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分 5,061株

3. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。
　
4. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年５月22日
定時株主総会

普通株式 886 28.00
2019年
２月28日

2019年
５月23日

2019年10月11日
取締役会

普通株式 950 30.00
2019年
８月31日

2019年
10月31日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の

総額(百万円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年５月22日
定時株主総会

普通株式 950 利益剰余金 30.00
2020年

２月29日
2020年

５月25日

(注) 2020年５月22日開催の第54回定時株主総会において付議いたします。
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Ⅳ．金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に食肉加工品の製造販売事業を行うための利益計画及

び設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調

達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短

期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述

するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。当該リスクに関しましては、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。また、リスクマネジメントチームと各事業部門における責任者

及び担当者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに

期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。また、グローバルに事業を展開しているこ

とから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されており

ますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。投資有価

証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されておりますが、当該リスクに関しては、財務・金融デリバティブ

リスク管理規程に沿って、毎月時価の把握を行うとともに、取締役会に報告

を行い情報の共有化を図っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は、ほとんど３ヵ月以内の支

払期日であります。また、その一部には、原料等の輸入に伴う外貨建てのも

のがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、原則として先物為替予約

を利用してヘッジしております。借入金及び社債は、主に設備投資に必要な

資金の調達を目的としたものであります。

　デリバティブ取引は、財務・金融デリバティブリスク管理規程に基づき、

外貨建て営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的と

した先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ

取引を目的とした金利スワップ取引といった実需の範囲内で行うこととし、

投機目的の取引は行わない方針であります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

2020年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と

認められるものは、次表には含めておりません（(注２）参照)。
(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

資産

(1) 現金及び預金 30,644 30,644 －

(2) 受取手形及び売掛金 37,314 37,314 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 11,646 11,646 －

負債

(1) 支払手形及び買掛金 28,569 28,569 －

(2) 短期借入金 8,952 8,952 －

(3) １年内返済予定の長期借入金 5,144 5,144 －

(4) １年内償還予定の社債 130 130 －

(5) 未払金 3,374 3,374 －

(6) 未払法人税等 1,823 1,823 －

(7) 社債 1,120 1,145 △25

(8) 長期借入金 26,730 27,321 △590

デリバティブ取引

(1) ヘッジ会計が適用されているもの △14 △14 －

(2) ヘッジ会計が適用されていないもの 47 47 －

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。
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負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) １年内返済予定の長期借入金、(4)１年内償還

予定の社債、(5) 未払金、(6) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

(7) 社債

社債の時価につきましては、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等に信用スプレッ

ドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(8) 長期借入金

長期借入金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等に信用スプレ

ッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

（1）ヘッジ会計が適用されているもの

為替予約等の振当処理によるもの（予定取引をヘッジ対象としているものを除く）は、ヘッジ

対象とされている売掛金、買掛金と一体として処理しているため、その時価は当該売掛金、買

掛金の時価に含めて記載しております。予定取引をヘッジ対象とする為替予約等の時価は先物

為替相場によっております。

（2）ヘッジ会計が適用されていないもの

為替予約等の時価は、先物為替相場によっております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

非上場株式及び債券 976

これらにつきましては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、

時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には

含めておりません。
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(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 30,644 ― ― ―

受取手形及び売掛金 37,314 ― ― ―

合計 67,958 ― ― ―

　

(注４) 社債、借入金の連結決算日後の返済予定額
　

１年以内

(百万円)

１年超

２年以内

(百万円)

２年超

３年以内

(百万円)

３年超

４年以内

(百万円)

４年超

５年以内

(百万円)

５年超

（百万円）

短期借入金 8,952 ― ― ― ― ―

社債 130 160 160 160 160 480

長期借入金 5,144 4,138 3,466 3,756 2,814 12,554

合計 14,226 4,298 3,626 3,916 2,974 13,034
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Ⅴ．賃貸等不動産に関する注記

　重要性がないため記載を省略しております。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

　(1) １株当たり純資産額 2,528円05銭

　(2) １株当たり当期純利益金額 205円61銭

Ⅶ．減損損失に関する注記

　当連結会計年度において、連結子会社においては以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
減損損失計上額

（百万円）

製造設備
建物及び構築物、機械

装置及び運搬具等
大韓民国仁川広域市 452

店舗 建物及び構築物等 兵庫県宝塚市他 188

遊休資産 機械装置及び運搬具 栃木県那須塩原市他 7

合計 647

連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗等については、

継続して収支を計上している単位で、遊休資産については、当該資産単独で資産のグ

ルーピングを行っております。

　連結子会社は、保有する資産グループの資産査定を実施し、営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスである資産グループ、退店・閉鎖の意思決定をした資産グルー

プ及び遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失647百万円を計

上しております。

　減損損失の内訳は、建物及び構築物486百万円、機械装置及び運搬具153百万円、工

具器具及び備品８百万円であります。

　回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は処分見込額等合

理的な見積りにより評価しております。
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個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま

す。

商品（国産牛肉） 個別法

商品（その他） 個別法

製品（国産牛肉） 個別法

製品（その他)・仕掛品 移動平均法

原材料（国産牛肉） 個別法

原材料（その他の肉） 個別法

原材料（その他） 移動平均法
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2. 固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降
に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
て、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物…………………４年～50年
　機械及び装置………２年～15年

ロ．無形固定資産 定額法

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額
法によっております。

3. 引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生
債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準に基
づき計上しております。

ハ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給
付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職
給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。
未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが
連結貸借対照表と異なります。
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4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場

合には振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 先物為替予約

ヘッジ対象 外貨建商品仕入による外貨建債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

先物為替予約は為替変動リスクをヘッジするため、外貨建商品仕入の年間

計画額を上限として、一定のヘッジ比率以上の為替予約を実施することと

し、社内管理規程に基づき、輸入食肉事業部を取引の執行部署、経理部を

管理の所管部署とするリスク管理体制をとっております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ会計の要件を満たすかどうかを判定するため、先物為替予約額がヘ

ッジ対象取引額の範囲内であることを毎月確認しております。

(2) 消費税等の会計処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

1．会計方針の変更

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針（企業会計基準適用指針第26号

2018年２月16日）」を当事業年度の期首から適用し、完全支配関係にある国内の子会

社株式の評価損に係る繰延税金資産の額を繰越利益剰余金から減額しております。

当該会計方針の変更は遡及適用され、会計方針の変更の累積的影響額は当事業年度

期首の純資産の帳簿価額に反映されております。この結果、株主資本等変動計算書

の遡及適用後の期首残高は、繰越利益剰余金が24百万円減少しております。

2．表示方法の変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16

日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表

示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。
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Ⅲ．貸借対照表に関する注記
1. 担保に供している資産

預金 70百万円
建物 480百万円
土地 1,488百万円
投資有価証券 1,795百万円
合計 3,835百万円

　上記に対応する債務
買掛金 132百万円
長期借入金 220百万円
　（内１年内返済予定の長期借入金 119百万円)
合計 352百万円

　（注）預金は、取引の担保として供しております。
　
2. 有形固定資産の減価償却累計額 12,384百万円

3. 偶発債務
　保証債務
　 保証先 保証内容 保証金額
エスファーム株式会社 借入金 1,000百万円
株式会社ヒョウチク 借入金等 2,667百万円
大阿蘇ハム株式会社 借入金 300百万円
株式会社東冷 借入金 105百万円
イーユーフード株式会社 借入金 2,058百万円
エス企画株式会社 借入金等 2,781百万円
株式会社フードリエ 借入金 1,368百万円
株式会社大里食肉センター 借入金 330百万円
株式会社つくば鶏 借入金 1,323百万円
AURORA PACKING COMPANY,INC. 借入金 273百万円
S FOODS SINGAPORE PTE.LTD. 借入金 647百万円
S FOODS NZ LIMITED 借入金 947百万円
株式会社味兆 借入金 175百万円
株式会社デリフレッシュフーズ 借入金 500百万円
コックフーズ株式会社 借入金 330百万円
エスフーズ北海道株式会社 借入金 150百万円
MONBEEF PTY LTD 為替予約 185百万円
合計 15,143百万円

　
4. 関係会社に対する金銭債権・金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 5,431百万円
長期金銭債権 115百万円
短期金銭債務 11,683百万円
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Ⅳ．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 12,104百万円

　仕入高 62,933百万円

　販売費及び一般管理費 172百万円

営業取引以外の取引による取引高 454百万円

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式(株) 601,435 1,620 5,061 597,994

(変動事由の概要)
　増減数の内訳は次のとおりであります。
　 譲渡制限付株式制度としての無償取得及び

単元未満株式の買い取り 1,620株
　 譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分 5,061株
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Ⅵ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

　 未払事業税 75百万円

　 賞与引当金 184百万円

退職給付引当金 129百万円

　 役員退職慰労引当金 40百万円

　 投資有価証券評価損 374百万円

　 会員権評価損 15百万円

　 土地評価損 167百万円

　 減損損失 31百万円

　 資産除去債務 16百万円

その他 397百万円

繰延税金資産小計 1,433百万円

　 評価性引当額 △114百万円

　 繰延税金資産合計 1,318百万円

　 繰延税金負債

　 圧縮記帳積立金 101百万円

　 資産除去債務 1百万円

　 その他有価証券評価差額金 728百万円

繰延ヘッジ損益 0百万円

その他 0百万円

　 繰延税金負債合計 832百万円

　繰延税金資産の純額 485百万円
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

1. 親会社及び法人主要株主等
(単位：百万円)

属性 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高役員の
兼任等

事業上
の関係

主 要 株 主
（会社等）
(その他の
関係会社）

丸紅株式会社

所有割合
直接0.0
被所有割合
直接15.3

－

製品・商
品の販売
及び仕入
等

商品の仕入 44,639 買掛金 9,103

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)価格その他の取引条件は、当社と関係を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

(注２)上記取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。
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2. 役員及び個人主要株主等
(単位：百万円)

　

属性 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高役員の
兼任等

事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当
該会社の
子会社を
含む）

株式会社萬蔵
－

（注１）
－

製品・商品
の販売

製品・商品
の販売

220 売掛金 14

株式会社
ダンシンダイナー

－
（注２）

－
製品・商品
の販売

製品・商品
の販売

11 売掛金 0

株式会社
ヒロシステム

－
（注１）

－
製品・商品
の販売

製品・商品
の販売

195 売掛金 13

株式会社
平城苑

－
（注１）

－
製品・商品
の販売及び
仕入等

製品・商品
の販売

1,380 売掛金 204

株式会社
ピーオーピー

－
（注２）

－
製品・商品
の販売

製品・商品
の販売

175 売掛金 14

株式会社
56フーズ
コーポレーション

－
（注２）

－
製品・商品
の販売

製品・商品
の販売

219 売掛金 15

株式会社
サンエム

－
（注２）

－
製品・商品
の販売及び
仕入等

業務手数料 11 未収入金 1

製品・商品
の仕入

36 買掛金 5

製品・商品
の販売

546 売掛金 40
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(単位：百万円)
　

属性 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高役員の

兼任等

事業上

の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当
該会社の
子会社を
含む）

株式会社
牛肉商但馬屋

－
（注２）

－
製品・商品
の販売及び
仕入等

製品・商品
の仕入

207 買掛金 11

製品・商品
の販売

1,133 売掛金 92

株式会社
大山どり

－
（注２）

－
製品・商品
の販売及び
仕入等

製品・商品
の仕入

22 買掛金 1

株式会社
阿波どり

－
（注２）

－
製品・商品
の仕入

製品・商品
の仕入

71 買掛金 5

株式会社
朝日屋

－
（注２）

－
製品・商品
の販売及び
仕入等

製品・商品
の仕入

40 買掛金 0

株式会社
但馬どり

－
（注２）

－
製品・商品
の仕入

製品・商品
の仕入

168 買掛金 13

株式会社
さぬき

－
（注２）

－
製品・商品
の販売

製品・商品
の販売

174 売掛金 30

帝神畜産
株式会社

－
（注２）

－
製品・商品
の販売及び
仕入等

製品・商品
の仕入

728 買掛金 25

製品・商品
の販売

428 売掛金 57

株式会社
志方食肉センター

－
（注２）

－
製品・商品
の販売及び
仕入等

製品・商品
の仕入

19 買掛金 －

製品・商品
の販売

652 売掛金 26

株式会社
タカノ

－
（注２）

－
製品・商品
の販売及び
仕入等

製品・商品
の仕入

122 買掛金 4

製品・商品
の販売

87 売掛金 19

高野畜産
株式会社

－
（注２）

－
製品・商品
の販売及び
仕入等

製品・商品
の仕入

383 買掛金 3

製品・商品
の販売

116 売掛金 －
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(単位：百万円)

属性
会社等の名

称

議決権等の
所有(被所有)

割合(％)

関係内容
取引の内

容
取引金額 科目 期末残高役員の

兼任等

事業上

の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当
該会社の
子会社を
含む）

株式会社
神戸ファインフーズ

－
（注２）

－
製品・商品
の販売

製品・商品
の販売

12 売掛金 0

株式会社
しおや海苔店

－
（注２）

－
製品・商品
の販売

製品・商品
の販売

10 売掛金 0

株式会社
ＺＡＫＵ

－
（注２）

－
製品・商品
の販売

製品・商品
の販売

26 売掛金 2

東京帝神
株式会社

－
（注２）

－
製品・商品
の販売

製品・商品
の販売

147 売掛金 26

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)当社役員かつ主要株主村上真之助が、当該会社の議決権の100.0％を直接所有しております。

(注２)当社役員かつ主要株主村上真之助が、当該会社の議決権の100.0％を間接所有しております。

(注３)価格その他の取引条件は当社と関係を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

(注４)上記金額のうち、取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含ん

でおります。
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3. 子会社等
(単位：百万円)

属性 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(注２)

科目
期末残高
（注２）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

エス企画
株式会社

所有割合
直接100.0

兼任3名
建物の賃貸
及び債務保
証等

借入金の
債務保証等
（注1）

2,781 ― ―

株式会社
ヒョウチク

所有割合
直接100.0

兼任2名

債務保証並
びに当社製
品・商品の
販売及び仕
入等

借入金の
債務保証
（注1）

2,667 ― ―

株式会社
フードリエ

所有割合
直接73.4
間接26.6

兼任2名

資金の貸付
及び債務保
証並びに当
社製品・商
品の販売及
び仕入等

借入金の
債務保証
（注1）

1,368 ― ―

株式会社
つくば鶏

所有割合
直接100.0

兼任2名

債務保証並
びに当社製
品・商品の
販売及び仕
入等

借入金の
債務保証
（注1）

1,323 ― ―

イーユーフード
株式会社

所有割合
直接100.0

兼任2名 債務保証
借入金の
債務保証
（注1）

2,058 ― ―

S FOODS
OCEANIA
PTY LTD

所有割合
直接100.0

兼任2名 資金の貸付 資金の貸付 63
関係会社

短期
貸付金

1,435

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)当社が銀行借入等に対し、連帯保証書を差入れて債務保証しております。また、取引金額は期

末時点の保証残高であります。

(注２)上記金額のうち、取引金額及び期末残高は消費税法上の非課税取引のため、消費税等を含んで

おりません。
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Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

　(1) １株当たり純資産額 1,977円55銭

　(2) １株当たり当期純利益金額 144円07銭
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